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^ 参加表明書に関する要件
１）参加表明書の提出者に対する要件は、以
下のとおりとする。
ア 同種又は類似業務等の実績 参加表明
書を提出する者は、平成16年度以降（公
示日時点で完了している業務も対象とす
る）に元請けとして完了した業務におい
て、公共事業を実施する国、都道府県、政
令市が発注した、下記［１］若しくは［２］
の実績を有すること。（再委託による業務
の実績は含まない）
なお、政令市になる前に発注した業務
は、政令市発注業務としての取り扱いは
しない。
［１］ 同種業務：１業務の総延長が250

N以上のボーリング調査を含む地質
調査業務

［２］ 類似業務：同種業務以外のボーリ
ング調査を含む地質調査業務

イ 実績として挙げた個々の業務成績が60

点以上であること。ただし、「地方整備局
委託業務等成績評定要領」（平成14年９月
５日付け国官技第142号）、「地方整備局委
託業務等成績評定要領」（平成20年９月26

日付け国官技第126号）及び「地方整備
局委託業務等成績評定要領」（平成23年３
月28日付け国官技第361号）に基づく業
務成績以外の業務は、この限りではない。
ウ 国土交通省発注（北海道開発局、港湾
空港関係事務に関することを除く）の平
成21年度から24年度に完了しＴＥＣＲＩ
Ｓに登録されている土木コンサルタン
ト、測量及び地質調査の企業成績評定の
平均点が、60点以上であること。
なお、当該期間の国土交通省発注業務
の業務成績を評価できない場合は、この
限りではない。

２）配置予定技術者の資格に対する要件は、
以下のとおりとする。
以下のいずれかの資格を有する者とす
る。
なお、外国資格を有する技術者（わが国
及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建設
市場が開放的であると認められる国等の業
者に所属する技術者に限る。）については、
あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当と
の国土交通大臣認定（旧建設大臣を含む。
以下同じ。）（土地・建設産業局（旧総合政
策局も含む。以下同じ。）建設市場整備課）
を受けている必要がある。

なお、参加表明書の提出期限までに当該
認定を受けていない場合にも参加表明書を
提出することができるが、この場合、参加
表明書提出時に当該認定の申請書の写しを
提出するものとし、当該業者が指名される
ためには指名通知の日までに大臣認定を受
け、認定書の写しを提出しなければならな
い。
指名通知の日は平成26年７月23日を予定
する。
ア 予定管理（主任）技術者、及び予定担
当技術者に求める資格 予定管理（主任）
技術者が以下の要件を満たさない場合
は、技術提案書の提出者として指名され
ない。予定担当技術者については以下の
要件を満たさない者でも配置可能である
が、技術評価点のウェートは０点となる。
・技術士（総合技術監理部門`建設又は
応用理学）
・技術士（建設部門又は応用理学部門）
・ＲＣＣＭの資格を有し、「登録証書」の
交付を受けている者
・地質調査技士

３）配置予定技術者に必要とされる同種又は
類似業務等の実績
ア 予定管理（主任）技術者 予定管理（主
任）技術者は、１）参加表明書の提出者
に対する要件に示される実績を有するこ
と。（再委託による業務の実績は含まな
い）
ただし、管理（主任）技術者又は担当
技術者として担当した業務とする。
イ 予定担当技術者 予定担当技術者は、
平成16年度以降（公示日時点で完了して
いる業務も対象とする）に完了した業務
において、公共事業を実施する国、都道
府県、政令市が発注した下記［１］若しく
は［２］の実績を有していれば優位に評価
する。担当技術者が複数の場合には、各
担当技術者がそれぞれ担当する業務内容
に対応する下記の実績を有していれば優
位に評価する。（再委託による業務の実績
は含まない）ただし、管理（主任）技術
者又は担当技術者として担当した業務と
する。
なお、政令市になる前に発注した業務
は、政令市発注業務としての取り扱いは
しない。

［１］ 同種業務：１業務の総延長が250

N以上のボーリング調査を含む地質
調査業務

［２］ 類似業務：同種業務以外のボーリ
ング調査を含む地質調査業務

３ 総合評価に関する事項
\ 落札者の決定方法 入札参加者は、価格及
び技術提案書をもって入札をし、次の各要件
に該当するもののうち下記]総合評価の方法
によって得られた数値（以下「評価値」とい
う。）の最も高い者を落札者とする。
１）入札価格が予決令第98条で準用する予決
令第79条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内であること。なお、予
定価格は設計図書に基づき算出するものと
する。
ただし、国の支払の原因となる契約のう
ち予定価格が1¶000万円を超える請負契約
について落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち評
価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。
２）落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査を行うものとする。
３）評価値の最も高い者が２人以上あるとき
は、該当者にくじを引かせて落札者を決め
る。
なお、くじの日時及び場所については、
メール、電話等により指示する。

] 総合評価の方法
１）評価値の算出方法 評価値の算出方法
は、以下のとおりとする。
評価値＝価格評価点＋技術評価点

２）価格評価点の算出方法 価格評価点の算
出方法は、以下のとおりとする。
なお、価格評価点の配分点は30点とする。
価格評価点＝（価格評価点の配分点）×
（１－入札価格／予定価格）
３）技術評価点の算出方法 技術提案書の内
容に応じ、下記ア、イ、ウ、エの評価項目
毎に評価を行い、技術評価点を与える。
なお、技術評価点の満点は60点とする。
ア 予定技術者の経験及び能力
イ 実施方針等

ウ 評価テーマに対する技術提案
エ 技術提案の履行確実性(本業務の予定
価格が1¶000万円を超えた場合は、評価
対象とする。）
技術評価点の算出方法は、以下のとお
りとする。
技術評価点＝（技術評価点の満点）×
（技術評価の得点合計／技術評価の配点
合計）
技術評価の得点合計＝（アに係る評価
点）＋（技術提案評価点）×（エの評価
に基づく履行確実性度）
技術提案評価点＝（イに係る評価点）
＋（ウに係る評価点）

４ 入札手続等
\ 担当部局 〒950`0912 新潟県新潟市中央
区南笹口２`１`65 北陸地方整備局新潟国
道事務所経理課契約係 電話025`246`7751

ＦＡＸ025`246`7832

] 入札説明書等の交付期間及び交付方法 平
成26年７月２日から平成26年９月10日までの
土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時00

分から17時00分まで。
入札説明書等は、電子入札システムからダ
ウンロードすることにより交付する。運用及
び操作の詳細については以下のアドレスを参
照のこと。
アドレス：http://www.e-bisc.go.jp/

なお、電子入札システムからダウンロード
できない場合は、４\に電話又はＦＡＸによ
り申し込むこと。ただし、ＦＡＸによる場合
は、着信確認を行うこと。
交付方法：交付期間内に必着で、切手を添
付した返信用封筒及びＣＤ等を同封し、４\

へ郵送すること。ＣＤ等に複製したものを折
り返し郵送する。（窓口交付は行わない。）

^ 参加表明書を提出できる者の範囲 平成26

年６月11日において、上記２\に掲げる一般
競争（指名競争）参加資格の認定を受けてい
ない者とする。

_ 参加表明書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限 平成26年７月14日15時00分
２）提出先 上記４\に同じ。
３）１）の期限内に電子入札システムにより
提出すること。ただし、発注者の承諾を得
て郵送（書留郵便等の配達の記録が残るも
のに限る。）する場合は、１）の提出期限ま
でに必着で２）の提出先に１部を郵送する
ものとし、電送又は電子メールによる提出
は受け付けない。
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